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資料１



１．融資の状況等



政策金融機関と民間金融機関の貸出の伸び率

（出所）日本銀行「資金循環統計」
（注１）1998年以前は、68ＳＮＡに準拠。1999年～2004年は93ＳＮＡに準拠。2005年以降は、08ＳＮＡに準拠。 1999年以降は、住宅ローンを含む。2005年以降

は、公的専属機関を除く。
（注２）2005年は統計改定に伴い、旧公営企業金融公庫が除かれること等による統計の断絶が生じているため点線で表示。
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政策金融機関と民間金融機関の貸出金残高（推移）
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日本公庫 政策金融機関（日本公庫除く） 都銀等 地域金融機関 政策金融機関の割合【右軸】

46 53 53 54 56 58 58 55 56

556 552 547 553 566
591

616
603

579

（注１）都銀等は、全国の銀行から地銀、第二地銀を除いたもの。地域金融機関は、地銀、第二地銀、信金、信組。政策金融機関は、日本政策金融公庫、国際協力銀行、沖縄振興開発金融公庫、日本政策
投資銀行、商工組合中央金庫。
（注２）日本公庫は、平成２３年度末まで国際協力銀行業務を含む。
（注３）日本公庫は、危機対応等円滑化業務を含む
（出所）各機関ＨＰ、全国銀行協会、全国地方銀行協会、全国第二地方銀行協会、信金中金 地域・中小企業研究所、全国信用組合連合会



政策金融機関の貸出金残高の推移①（日本政策金融公庫）
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（注）国際協力銀行（平成23年度まで日本政策金融公庫の一部）の貸出を除く。
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政策金融機関の貸出金残高の推移②（沖縄公庫、国際協力銀行）

6（注）平成23年度までは日本政策金融公庫の一部。
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政策金融機関の貸出金残高の推移③（日本政策投資銀行、商工中金）
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政策金融機関と民間金融機関の貸出金残高（地域別①）

（注１）事業所所在地別に振り分け。
（注２）国内銀行とは、都銀、地銀、第二地銀、信託銀等

（出所）各機関データ、日本銀行「地域別貸出金」

＜政策金融機関と民間金融機関における地域別融資残高の比較（平成28年度末）＞

（参考）地域別の中小企業数構成比（単位：％）

（資料）2017年版中小企業白書（総務省 平成26年「経済センサス」再編加工）

（％）
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政策金融機関と民間金融機関の貸出金残高（地域別②）

（出所）各機関データ、日本銀行「地域別貸出金」
（注１）事業所所在地別に振り分け。
（注２）政策金融機関は、日本公庫、沖縄公庫、政投銀、商工中金。国内銀行は、都銀、地銀、第二地銀、信託銀等

＜政策金融機関の融資残高の全体に占める割合の推移＞
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２．民間金融機関との連携に向けた取組



日本政策投資銀行における民間金融機関との協調の徹底

特定投資業務モニタリング・ボード

 特定投資業務の適正な実施を評価
 原則年２回を想定

奥正之 SMFG名誉顧問
髙木伸 全銀協副会長
中西勝則 静岡銀行代表取締役会長
山内孝 マツダ相談役
横尾敬介 経済同友会副代表幹事・専務理事
渡文明 JXTGホールディングス名誉顧問

業務運営（事業計画・事業報告書等）へ反映

アドバイザリー・ボード

 DBJ業務全般の適正な競争関係確保の状況等を評価
 原則年２回を想定

秋池玲子 ボストン・コンサルティング・グループ
シニア・パートナー・アンド・マネージング・ディレクター

奥正之 SMFG名誉顧問
釡和明 IHI相談役
中西勝則 静岡銀行代表取締役会長
根津嘉澄 東武鉄道代表取締役社長
三村明夫 新日鐵住金相談役名誉会長
植田和男 共立女子大学国際学部教授

定期意見交換会 など（それぞれ年2回程度を想定）

○ 全国銀行協会、全国地方銀行協会及び第二地方銀行協会との間の定期意見交換会

○ 地域金融機関との個別の意見交換
議論を反映 議論を反映

議論を反映

議論を反映

◯ 平成27年５月の日本政策投資銀行法の改正を受け、民間金融機関との協調の徹底のため、外部の有識者による助言
機関として設置していた「アドバイザリー・ボード」を取締役会の諮問機関へと変更し、適正な競争関係の確保を諮問事
項として追加。

◯ あわせて、民間金融機関との定期的な意見交換会を実施（全銀協、地銀協、第二地銀協とすでに15回実施（平成29
年11月まで））。

◯ 民間金融機関との意見交換の結果をアドバイザリー・ボード、モニタリング・ボードに報告し、適正な競争関係確保の状況
等について評価頂いた上で、結果を業務運営に反映させるという仕組みを構築。
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企業のライフステージに応じた日本政策金融公庫の特別貸付制度(例)

創業期 成長期 衰退・再生期

資 本 性 ロ ー ン （ 新 事 業 型 ）

企業再建資金
海外展開・

事業再編資金

安定・成熟期

海外展開・事業再編

事業再生

経営改善

・新たに開業しようとする者
・事業を開始して間もない者

・経済の構造的変化に
適応するために海外展
開をすることが経営上
必要である者 等

・取引金融機関の支援を受けて企業再生を図る者
・認定支援機関による経営改善計画策定支援事
業を利用して経営改善に取り組む者 等

利益・売上

時間

新規開業資金
新創業融資制度

新事業開拓

新事業育成資金

・新しい技術の活用等
により、新事業分野の
開拓等を行う者

12
資本性ローン（再生型）

◯ 民間金融機関が提供しにくい資金を提供することで、中小企業・小規模事業者の資金繰りを支援するとともに、民間融
資の呼び水となる効果。



17.1 21.5 35.3 36.0

112 

154 

198  198 

0

50

100

150

200

250

0

5

10

15

20

25

30

35

40

25年度 26年度 27年度 28年度

金額

件数（右軸）

（億円） （件）

日本政策金融公庫における特別貸付制度の実績①（創業・新事業）

○資本性ローンの融資実績（新事業型）

○創業前及び創業後１年以内の企業に対する融資実績 ○新事業育成資金の実績

中小企業事業 国民生活事業

13

134.2 497.5 205.7 248.4 215.3
33

106
150

274

635

287
330

282

0

100

200

300

400

500

600

700

0

100

200

300

400

500

600

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

金額

件数（右軸）

（億円） （件）

1,012  1,332  1,821  2,214  1,926  2,055 

16,465 
19,469 

22,800 
26,010  26,465 

28,392 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

金額

先数（右軸）

（億円） （件）

357 478 481
997

677

907

1,061

1,641

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

200

400

600

800

1,000

1,200

25年度 26年度 27年度 28年度

金額

先数（右軸）

（億円） （件）



183.1 176.5 166.9 270.2
560.2 410.7 353.5 352.4

176

244

314

413

675

551 536 543

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

100

200

300

400

500

600

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

金額

件数（右軸）

（億円） （件）

日本政策金融公庫における特別貸付制度の実績②（再生支援）

○資本性ローンの融資実績（再生型）
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○業務提携・協力にかかる覚書締結状況（平成２９年３月末時点）

（注）信用組合の全金融機関数は、業域信用組合及び職域信用組合を除く。

○協調融資の実績

日本政策金融公庫の民間金融機関との連携
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都市銀行 地方銀行
第二

地方銀行
信用金庫 信用組合 小計 その他 合計

覚書締結機関数 3 62 40 259 85 449 44 493

（参考）

全機関数 4 64 41 264 107 480 ― ―

業態別締結割合 75％ 97％ 98％ 98％ 79％ 93％ ― ―



地方銀行
第二

地方銀行
信用金庫 信用組合 合計

覚書締結機関数 61 40 245 117 464

（参考）

全機関数 64 41 264 151 524

業態別締結割合 95％ 98％ 93％ 77％ 89％

商工組合中央金庫の民間金融機関との連携

○業務提携・協力にかかる覚書締結状況（平成２９年３月末時点）

○協調融資の実績
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民間金融機関との連携・協調のための「連絡窓口」の設置
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支 店

地 銀

本 部
（連絡窓口）

支 店
（連絡窓口）

日本公庫・商工中金

本 部

◯ 現場レベル（支店）でのコミュニケーションの充実を図る目的で、平成２７年３月以降、政府系金融
機関（日本政策金融公庫、商工中金）と地銀（地銀協会員行）との間に、「連絡窓口」を設置。

◯ 「連絡窓口」を通じた意見交換等により、更なる連携・協調に向けた取組や民業補完を進め、地域
経済の活性化を図る。

※ その他の民間金融機関においても、政策金融機関との間で締結している覚書に基づく窓口を通じて、
連携・協調に向けた意見交換を実施している。

①本部に報告

②窓口を通じて連絡

③現場レベルでの
意見交換
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日本公庫の創業支援ネットワークの構築

日本公庫の創業支援ネットワークの構築数 ： 累計912ヵ所（平成28年度末）
※このうち894ヵ所に自治体が参加している。

＜ななお創業応援カルテット（石川県七尾市）＞

出所：中小企業庁ＨＰ参照


